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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第47期

第３四半期累計期間
第48期

第３四半期累計期間
第47期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 7,835,950 7,746,198 10,360,876

経常利益 (千円) 793,945 615,965 880,447

四半期(当期)純利益 (千円) 542,733 420,154 596,848

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 313,700 313,700 313,700

発行済株式総数 (株) 5,564,000 5,564,000 5,564,000

純資産額 (千円) 4,801,191 5,061,808 4,852,534

総資産額 (千円) 8,869,048 9,263,580 9,057,648

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 97.64 75.58 107.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 37.00

自己資本比率 (％) 54.1 54.6 53.6
 

　

回次
第47期

第３四半期会計期間
第48期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 23.96 27.53
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

５ 第47期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当12円、特別配当25円であります。

　　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前事業年

度との比較・分析を行っております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期累計期間における我が国経済は、夏場の豪雨や地震等自然災害の影響も収束し、輸出や生産活動が

持ち直しました。設備投資は底堅く推移し、個人消費も緩やかに回復しており、総じて景気は回復の兆しが見られ

ました。

かかる状況下、当第３四半期累計期間は、前年同四半期に比べ減収・減益となりました。

前第３四半期累計期間においては、秋口に控えたシャーシの一斉モデルチェンジに伴う駆け込み需要という要因

もありました。しかしながら足元の受注環境は好調に推移しており、前事業年度を上回る受注状況が継続しており

ます。

オリンピック需要や、全国的なインフラ整備事業に支えられ、当社製品に対する需要は引き続き堅調で、当第３

四半期会計期間末における受注残高は、前年同四半期会計期間末残高を大きく上回っており、第２四半期会計期間

末残高に引き続き高水準で推移しております。

 

業績(数値)につきましては、前第３四半期累計期間に比べ受注高は1,506百万円増の8,914百万円(前年同四半期

比20.3％増)、売上高は89百万円減の7,746百万円(前年同四半期比1.1％減)となりました。損益につきましては、

営業利益は178百万円減の595百万円(前年同四半期比23.1％減)、経常利益は177百万円減の615百万円(前年同四半

期比22.4％減)、四半期純利益は122百万円減の420百万円(前年同四半期比22.6％減)を計上することとなりまし

た。

 
当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末残高に比べ205百万円増加し、9,263百万円となりました。こ

れは主に、売上債権の減少264百万円及び繰延税金資産の減少50百万円はありましたが、現金及び預金の増加339百

万円及びたな卸資産の増加229百万円によるものであります。

負債は、前事業年度末残高に比べ３百万円減少し、4,201百万円となりました。これは主に、仕入債務の増加203

百万円、未払消費税等の増加32百万円及び預り金の増加32百万円はありましたが、未払法人税等の減少142百万円

及び引当金の減少140百万円によるものであります。

純資産は、前事業年度末残高に比べ209百万円増加し、5,061百万円となりました。これは主に、剰余金の配当　

205百万円はありましたが、四半期純利益の計上420百万円によるものであります。

 

(2) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は53百万円であります。
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(3) 主要な設備

当社は平成30年11月７日付で高知中央産業団地(高知市)について土地譲渡契約を締結し、生産拠点集約化による

生産効率向上と南海トラフ地震対策の投資を計画しております。

投資予定額の総額、資金調達方法及び着手・完了年月については、詳細を決定していないため、未定でありま

す。

なお、上記土地契約の内容は以下のとおりであります。

(1) 所在地
高知県高知市一宮字大坂4786番33及び34
(高知中央産業団地　Ｂ区画及びＣ区画)

(2) 土地面積 33,581.12㎡

(3) 取得価額 830百万円

(4) 取得先 高知県及び高知市

(5) 資金計画 自己資金

(6) 物件引渡(支払)日 平成31年１月29日
 

 

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,576,000

計 17,576,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,564,000 5,564,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株
であります。

計 5,564,000 5,564,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年12月31日 ― 5,564,000 ― 313,700 ― 356,021
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 5,200
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

55,572 ―
5,557,200

単元未満株式
普通株式

― ―
1,600

発行済株式総数 5,564,000 ― ―

総株主の議決権 ― 55,572 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
兼松エンジニアリング株式会社

高知県高知市布師田
3981番地7

5,200 ― 5,200 0.09

計 ― 5,200 ― 5,200 0.09
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、名称変更により、平成30年７月１日をもって、EY新日本有限責任監査法人とな

りました。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,271,744 2,610,903

  受取手形及び売掛金 ※1  2,656,077 ※1  2,391,226

  商品及び製品 461,842 486,833

  仕掛品 943,187 1,149,673

  原材料及び貯蔵品 243,062 240,865

  その他 33,593 26,791

  貸倒引当金 △1,328 △1,195

  流動資産合計 6,608,180 6,905,099

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 543,144 527,986

   土地 1,299,128 1,299,128

   その他（純額） 207,624 199,694

   有形固定資産合計 2,049,897 2,026,809

  無形固定資産 30,242 18,869

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 223,256 172,267

   その他 148,377 141,939

   貸倒引当金 △2,305 △1,405

   投資その他の資産合計 369,328 312,802

  固定資産合計 2,449,468 2,358,481

 資産合計 9,057,648 9,263,580
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  3,189,969 ※1  3,393,577

  未払法人税等 155,747 13,689

  賞与引当金 280,000 175,235

  役員賞与引当金 57,300 7,777

  製品保証引当金 46,500 49,000

  その他 267,134 342,994

  流動負債合計 3,996,651 3,982,274

 固定負債   

  退職給付引当金 198,993 210,027

  その他 9,470 9,470

  固定負債合計 208,463 219,497

 負債合計 4,205,114 4,201,772

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 313,700 313,700

  資本剰余金 356,021 356,021

  利益剰余金 4,179,028 4,393,509

  自己株式 △1,875 △1,879

  株主資本合計 4,846,874 5,061,351

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 5,659 456

  評価・換算差額等合計 5,659 456

 純資産合計 4,852,534 5,061,808

負債純資産合計 9,057,648 9,263,580
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 7,835,950 7,746,198

売上原価 5,896,093 6,038,826

売上総利益 1,939,856 1,707,372

販売費及び一般管理費 1,166,145 1,112,098

営業利益 773,711 595,273

営業外収益   

 受取利息 109 146

 受取賃貸料 13,692 13,293

 その他 6,580 7,260

 営業外収益合計 20,381 20,701

営業外費用   

 為替差損 90 7

 その他 56 2

 営業外費用合計 147 9

経常利益 793,945 615,965

特別利益   

 固定資産売却益 46 608

 特別利益合計 46 608

特別損失   

 固定資産売却損 ― 48

 固定資産除却損 200 0

 特別損失合計 200 48

税引前四半期純利益 793,791 616,525

法人税、住民税及び事業税 212,450 144,984

法人税等調整額 38,607 51,386

法人税等合計 251,058 196,370

四半期純利益 542,733 420,154
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【注記事項】

(追加情報)

当第３四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期会計期

間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１ 四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形及び売掛金 101,664千円 76,688千円

支払手形及び買掛金 362,295千円 254,167千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 98,281千円 96,830千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

 

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 211,233 38.00 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

 

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月20日
定時株主総会

普通株式 205,674 37.00 平成30年３月31日 平成30年６月21日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセ

グメントはありませんので、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 97円64銭 75円58銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(千円) 542,733  420,154

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益(千円) 542,733  420,154

    普通株式の期中平均株式数(株) 5,558,786 5,558,757
 

　(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月７日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　竹　　　伸　幸 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 後　藤　　　英　之 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松エンジニア

リング株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第48期事業年度の第３四半期会計期間(平成30年10月１

日から平成30年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の平成30年12月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

14/14


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第３四半期累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

